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ベンチャー創業時に目指すべき水準

一言で言えば 目指すべき水準 例、より具体的に

市場の魅力
お客がたくさんい
るのか

大きな事業ポテンシャルを持つ、
大変魅力的な市場を対象として
いるか（規模、成長率、市場ダイ
ナミクス、今後予想される大きな
構造変化などの観点から）

市場規模で1,000億円程度あるいはそれ以上、成長率
は10-15%以上期待できるのか
市場の構造変化による大きな新市場が数年以内に期待
できるか
過当競争や、体力のあるプレーヤーが本業外で採算度
外視の参入をしそうにないことが前提

競争優位性
人と全然違うのか、
すごくユニークな
のか

他社製品・サービスとはっきり差
別化できる圧倒的な競争優位性
を持つのか（技術力、知的財産、
組織スキル、事業構造など）

お客様（市場）が大変困っていることに対して一桁以上の
インパクトがあるか（性能、消費電力、工数、コスト等）
グローバルな観点から競争優位性を十分ベンチマークで
きており、説明できるか。数年は先を行っているか

収　益　性
ものすごく儲かる
のか

高収益を実現・維持できる明確
かつ具体的な収益モデルがある
のか、作りうるか

希望的観測、結果オーライではなく、開始前に十分戦略
を練り、説得力のある事業構想を描いているか。少なくと
も、描きうるか

戦略提携・
ネットワーク

他社、他人を巻き
込みフルに活用し
ようとしているか

ベンチャーの規模では実現困難
な、大規模な事業展開を可能に
する戦略提携、またはその計画
があるのか

大手企業がなりふり構わずに協業・提携を求めてきてい
るか
外部の知恵・資源をどんどん巻き込み取り入れられるオー
プンな姿勢と求心力を持っているか

経営チーム
この人たちなら約
束通りできそうか

社長、開発チームリーダー、商品
企画担当の少なくとも一人は超
一流か。急成長期に必要な強力
な人材を外部からリクルートでき
る魅力とオープンさを持つか

社長は、戦略的・合理的思考、素早い意思決定力、断固
たる決断力、先頭に立って組織をリードするリーダーシッ
プ（ビジョン、熱意、部下の信頼）を持つ人材か
あるいは、開発チームリーダーは、技術上のボトルネック
を解決し、外部のリソースなどもフルに活用した複雑・大
規模なプロジェクトを完遂した経験を持つ人材か
急成長期に必要な強力な人材を惹きつけるところまで立
ち上げていけるチームか。社長職、CTO職などを譲って
もベンチャーを成功させたいというオープンさを持つか

注：　技術で差別化するハイテクベンチャーを主とした



2

「大学発ベンチャー」への誤解、間違った期待

大学での研究成果、大学周辺の人材、
民間の活力が触発現象を起こし、事業
意欲が刺激され、ベンチャーが次々に
生み出されていく

「大学の先生が社長になること
が、大学発ベンチャー」

優れた研究成果は、ベンチャー成功の
必要条件の1つにすぎない

「優れた研究成果があれば､い
いベンチャーができる」

それだけでは不十分。周辺特許も含め、
明確な特許戦略が必要。しかも、特許
だけでは、まだ不十分

「特許をいくつか取得したので、
きっと、ベンチャーは成功する
はず」

専門家ではない人でも、重要性・競合
優位性・事業性を理解し、説明できな
ければならない

「研究成果は、専門家じゃない
と分からない」
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大学を核とした、ベンチャー創出コミュニティ

⑦企業の社員
が技術移転・技
術顧問を受け創
業・スピンアウト

⑥企業から派遣
された研究員が
大学周辺で創業

⑤企業から派遣
された研究員が
技術移転・技術
顧問を受け創業

④教官が大
学を離れフル
タイムで創業

③学生・研
究員が大学
周辺で創業

②学生・研究
員が技術移転・
技術顧問を受
け創業

①卒業生が就職
後、技術移転・技
術顧問を受け創業・
スピンアウト

入学

卒業・就職

創業・スピン
アウト

技術移転・
技術顧問

創業

創業教官の
フルタイ
ム創業

研究員
派遣

創業

創業

研究員
派遣

創業・スピン
アウト

VC
エンジェル

弁護士・公
認会計士・
弁理士

地域の企
業家

教　官

学　生

卒業生

研究員

事業経験者

技術移転・技術
顧問を受ける

受けない

大学周辺で

どこでも

の各種の組み合わせがある

教　官*
大学

企業

企業

企業

企業

インキュ
ベータ

ベン
チャー

地域の支援グループ

ベン
チャー

ベン
チャー

ベン
チャー

ベン
チャー

ベン
チャー

* 教授・助教授・助手・講師など

TLO
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大学発ベンチャー創業チームの要件

CEO
（経営責任者）

• 教官が普段交流している企業の幹
部候補生

• 企業からの研究員
• 研究室の卒業生
• ネットワーク、サーチファームを活用

CTO
（技術責任者）

• 実際に研究に携わったポスドクの研
究員（事業経験者が望ましい）

• 実際に研究に携わった博士（場合に
よって修士）課程学生の課程修了後

• 教官が普段交流している企業の優
秀な研究者・技術者

営業責
任者

• 最初はCEOの兼任も可
• 教官が普段交流している企業で大
きな成果を上げた営業経験者

• 外資系企業、あるいはあまり伝統的
ではない日本企業、例えばソニー、
リクルートなどの営業経験者

技術顧問

• 実際に研究をリードした教官

• 強い事業意欲を持つ数名が刺
激しあい、ベンチャー創業を目
指す。事業への燃えるような
意欲が大前提

• 数ヶ月以上にわたり、徹底して
検討する

– その技術をベースに作る商
品の市場が本当にあるのか

– その商品がないと困るお客
は誰か

– 具体的にどう売るのか
– 何で儲けるのか

• 創業時には、一定以上のスキ
ル・経験を持つ経営チームの
確保が不可欠（当初のメン
バーで不十分なら、強化する）
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大学発ベンチャーを支援するベンチャーキャピタ
ルが持つべき､ハンズオン支援能力

教官および創業チームの信頼を得られる真摯な姿
勢、強い熱意、豊富な実務経験を持つ

事業化の観点から、研究成果の本質的意味と課題
を深く理解する

ターゲットとする顧客の具体的なイメージを持ち、大
きな事業構想を描くことができる

豊富なネットワークとサーチファームを活用して必
要な人材を選定・説得し、コミットさせることができる

創業チームを支援し、戦略性の高い、質の高い事
業計画を作成することができる

幅広いネットワークを活用し、資金の調達、顧客の
紹介、戦略的提携の推進ができる

環境・競合状況の変化、事業計画の推進状況を常
に把握し、ダイナミックな戦略転換、事業計画の見
直しをリードできる

事業立ち上げ・事業開発
経験および、高い問題解
決能力が必要

証券・保険・銀行からの出
向者を主体とする従来型
金融系ベンチャーキャピタ
ルのスタイルでは困難
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ベンチャーキャピタルがカバーすべき役割

極めて革
新的な研
究・技術

経営
研究開発
商品企画・マー
ケティング
営業

市場規模

競合への優
位性

収益モデル

組織・運営
体制

支援体制
（資金調達）

人材の確
保

事業性の
確立

実行体制
の整備

•事業、企業
的成功

•社会への貢
献、インパク
ト

•自己実現

斬新さ

応用の
広さ

- よく言われる「目利き」「技術評価」は、第一の条件の一部の評価にすぎない
-重要なのは、評価後、いかに数年間継続的に支援し、ダイナミックな方向修正をもたらすか

研究・技術以外を徹底的に支援
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主要地域ごとに、「ハンズオン支援能力を持つ
ベンチャーキャピタル」の育成が急務

地域でリーダー的かつ進取の気心
に富む企業のトップマネジメント

産学連携と地域振興に関心を持つ、
地域進出大企業のミドルマネジメント

東京・大阪などからの毎回のゲスト
• 新しい方法論の提案
• ネットワークの拡大

オーガナイザー

TLO

ベンチャーキャピタル

弁理士

公認会計士

弁護士

大学発ベンチャーの育成には、「ハンズオン支援能力を持つベンチャーキャピタル」が必要であ
るが、現状では日本にはまだ少数

対応策として、大学、地域のキーパーソンが、活動に積極的なベンチャーキャピタル4～5社に
声をかけ、２ヶ月に一度程度ハンズオン支援のノウハウ共有化とスキル向上を目指した勉強会
を開くことが有効（札幌、仙台、東京、名古屋、京阪、広島、福岡などを中心として）
– 成功・失敗事例をシェアする
– お互いのやり方、姿勢を深く知る
– コミットメント、支援ムードを盛り上げる

企業のマネジメント、エンジェル、TLO、弁護士、公認会計士、弁理士などの参加も仰ぎ、地域
ごとに支援グループを組織化、支援ノウハウの蓄積を図ることが必要

大学発ベンチャー
支援ノウハウ勉強会

エンジェル
インキュベータ
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大学発ベンチャーの促進の前提条件

大学の教官の高い流動性（大学と民間、大学間）

助教授、助手は他研究室から選定

外国人教官の大幅採用

TLOの社長、ライセンス・アソシエートは民間企業から採
用（高給で一流人材を確保）

小中学校から、合理的思考・論理的ディスカッション能力を
徹底的に訓練（外国人教官を活用）

理系・文系を問わず、ビジネスの基礎となる科目を強化
（講師は、民間から容易に確保可能）

社会人学生の大幅増加

インターン制の大幅拡大

産業界のみならず、社会の
行動規範の変革が必要


